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第７章　有料化による不法投棄の実態－兵庫県村岡町の事例－

第１節　緒言

　有料化についての問題点として、自家焼却と並んでしばしば議論されることに不法投棄がある。1.3.2.
で述べたように、有料化による不法投棄の増加についての懸念を表明している文献は多く、また環境

庁の調査によって、有料化自治体の 34％で不法投棄が増加したと報告されている（環境庁(1993)）。
　このように有料化実施によってある程度の自治体で不法投棄が増加しているのは事実であると考え

られるので、有料化自治体においては、不法投棄の抑制策が必要であると考えられる。しかしながら、

有料化自治体における不法投棄の抑制策についての研究は、報告されていない。

　有効な不法投棄抑制策について検討するためには、まず第一に有料化自治体における不法投棄の実

態について把握する必要があり、次いで不法投棄増加の要因について分析する必要がある。

　そこで本章では、有料化自治体である兵庫県村岡町を事例として、有料化と不法投棄との関係、不

法投棄の実態、及び、不法投棄問題についての住民認知について、明らかにすることを目的とする。

　有料化による不法投棄の増加が問題となっているというものの、粗大ごみ以外の有料化による不法

投棄の増加について報道されている新聞記事はほとんどない。その中で、村岡町は有料化時の不法投

棄の増加によって制度を中止するに至ったとされている数少ない事例の一つである（郡嶌(1995)）。ま
た村岡町は、有料化を実施した後、一旦中止し、さらに数年の後に再び有料化を実施した希少な事例

の一つでもある。7.3.1.に述べるように、このような反復導入の事例を検討することで、有料化の影響
をより確実に把握することが可能となると考えられる。このような特徴を有する村岡町の有料化と不

法投棄の関係について詳しく検討することは、有料化による不法投棄問題の構造を明らかにする上で

有用であると考えられるため、本研究では村岡町を事例として分析を行った。

第２節　村岡町の清掃事業の概要

　初めに、村岡町の地域特性、及び、清掃事業の概要と、ごみ量の推移について述べる。

　村岡町は、人口約 7,000 人、中山間地の多雨、豪雪地帯に位置する町である。町の中心部を国道が
走り、山あいを流れる２本の河川沿いを中心に集落が形成されている。また、町内にはスキー場があ

り、冬場はスキー客でにぎわうという特徴を持っている。

　村岡町のごみ収集事業は約 30 年前、1969 年の開始であり、当時から定額制をとっていたが、l988
年 6 月より有料シール制を開始した（ただし、シールの無料配布はなかった）。シールは、可燃ごみ用
１枚 45 円で、不燃ごみは無料であった。しかしその約１年後の 1989 年 4 月には 40 円／枚に値下げ
し、さらに l99l 年 l0 月には一般家庭ごみは無料となった。しかしながら、周辺３町共同で広域ごみ処
理施設を建設したのに伴って有料指定袋制が導入されることになり、l994年 10月から有料指定袋制を
開始して、現在に至っている。指定袋は可燃ごみ、不燃ごみ、プラスチックごみとも大 50 円、可燃ご
みには 35 円の小袋がある。危険ごみは小袋 50 円のみで、粗大ごみは 1,000 円、持込みごみは 10kg
あたり 80 円となっている。これらの価格は 1997 年 4 月に消費税５％分が上乗せされている。なお、
他の２町は 1994 年 4 月から有料指定袋制を開始しているが、村岡町では 10 月までの間、手数料を町
が負担し、導入のための広報活動を経て、有料化している。

　分別については、シール制導入と同時にカン・金属類、びん類の資源ごみ回収を始めているが、1994
年の有料指定袋制開始までは４～８ｔ／年とほとんど０に近い。しかし有料指定袋制が導入された 1994
年には 160ｔ／年に増加、その後もほぼ同水準で推移している。また、1994年からはプラスチック類、
粗大ごみ、危険ごみ（水銀を含む電池、水銀温度計等）を分別するようになっている。また牛乳パッ

クの拠点回収を 1997年 10月から始めている。
　なお事業系ごみについては、シール制導入までは家庭よりも高い定額手数料をとっていたが、シー

ル制時にはこれが撤廃された。その後、無料化した際に再び事業所に定額手数料が課せられたが、有

料指定袋の導入とともに、再びこれは廃止された。事業所ごみは自己搬入することになっているが、

小規模の商店や旅館等の場合には、集積所に出されるものと思われる。

　図 7.2.1 に村岡町の一人一日当たりごみ排出量の推移を、有料化に関する変化とともに示す。グラフ
をみると、1988 年の有料シール制導入時に排出量が減少しているが、199l 年に一般家庭ごみの無料化
を行なうと、ほぼ減少する前の水準に戻っている。そして、再び 1994年に有料指定袋制を導入すると、
また減少している。従量制有料条件の２時期には減少し、無料時の２時期には増えるというように、

有料時と無料時でごみ量の水準が変化している。

　なおこれらの統計値のうち、1994 年までの値は計量器によるものではなく、収集車の台数からの換
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算値である。このため 1994 年までのデー
タは正確なものではないが、動向は反映さ

れていると考えられる。また 1992年、1993
年にも大きく減量しているように見えるが、

担当者へのインタビューによれば、これは

換算係数を変えたためということであった。

また計量器は 1994 年に導入されているの
で、２回目の有料化時の減少はやや過大評

価になっていると思われるが、住民へのイ

ンタビューで集積場に出ているごみの量に

ついて聞かれたことや担当者へのインタビ

ューからは、確かに減量は起こっていたよ

うであった。

第３節　分析方法と調査の概要

7.3.1.有料化と不法投棄との関係
　前節で述べたように、村岡町ではごみ収集の手数料について、［定額制］→［従量制（シール制）］

→［無料制］→［従量制（指定袋制）］と変化している。経済的インセンティブという面からは定額制

と無料制はほぼ同様と考えられ、また２つの従量制はシール制と指定袋制というように手数料徴収形

態は異なるものの、指定袋の大が 50 円、シールが１枚 45 円とほぼ同額であり、両者はほぼ同様のイ
ンセンティブがかかっていたものと考えられる。このような条件下でそれぞれの時期の不法投棄の水

準を測定することができた場合、従量制有料化という社会実験の反復型実験とみなして分析すること

が近似的に可能となると考えられる。このとき、無料制の時期に定額制の時期とほぼ同様の状態が観

測され、指定袋制のときにシール制とほぼ同様の状態が観測されて、しかもその２種の時期での不法

投棄の水準に差があれば、その差は従量制という制度導入の影響であると考えられる。

　不法投棄の指標として不法投棄回収量等の統計が取られていればごみ量の直接的な検討が可能とな

るが、村岡町では取られていなった。そこで本研究では住民の不法投棄問題の認知を質問紙調査によ

って測定し、これによって従量制有料化と不法投棄の関係を分析する。

　なお、過去の不法投棄に溯って質問するために、記憶の不確かさによる誤差の混入が考えられる。

これについては、不法投棄の有無については何年前との記憶よりごみ収集制度との関係の方が記憶さ

れやすいものと考え、質問文では「有料シール制のとき」等のように各ごみ収集制度の時期における

不法投棄の問題として質問することにより、記憶の再現を図った。さらに選択肢に「わからない」と

の項目を設け、記憶に自信のない人については除くことでより情報の正確さを向上させることとした。

ただし、特に印象がないためにわからないと回答しているとも考えられるので、「わからない」との回

答を「不法投棄は問題でなかった」とした場合についても検討する。

　以下に測定方法について説明する。住民の不法投棄問題の認知の測定は、「次の各時期には、どんな

不法投棄が問題になっていましたか？１～８のあてはまるものすべてに○をつけてください。」という

質問に対して、(1)有料シール制になる前、(2)有料シール制のとき、(3)無料の時、(4)有料指定袋制の時、
(5)現在、の５つの時期を挙げ、１．河川への不法投棄、２．小さな川・水路への不法投棄、３．山中
への不法投棄、４．田畑への不法投棄、５．空き地などへの不法投棄、６．特にない、７．わからな

い、８．その他、の８つの選択肢に○をつけてもらうことで行なった。

　以上に加えて、より具体的な状況についても考察するために、新聞報道や町の広報の記事、行政担

当者、及び、住民へのインタビュー調査によって得られた情報もあわせて分析することとする。

7.3.2.不法投棄に関する設問
　前項で述べたように本研究では不法投棄の状況を質問紙調査により分析するが、不法投棄のような

社会規範の影響を受けやすいと考えられる内容については、調査票の設計に際して十分配慮する必要

があると考えられる。

　そこでまず不法投棄の状況については、上記のように不法投棄をしていた人の数ではなく、不法投

棄を問題だと認知していた人の割合で調査した。これは問題だと思うか否かについては社会規範によ

る回答の歪みは少ないと考えられるからである。

　一方、５節で議論するように、河川・水路への不法投棄、山への不法投棄については、行なってい

図 7.2.1 村岡町の制度変更とごみ排出量の変化
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たかどうかについて直接質問もしている。しかし極力、社会規範を喚起せずに回答が得られるように、

ごみ処理の仕方として、「畑に埋める」、「自家焼却」等とともに聞いている。これはインタビュー調査

から、「ごみを川に流すこと」がごみ収集が始まる以前にはごみ処理の方法として認識されていたと考

えられたからである。また不法投棄の問題状況についても質問紙の中で聞いているが、この部分とご

み処理の仕方についての質問とが意味連関を持ちにくいように、ごみ処理について始めに質問し、そ

の後自家焼却についての質問群を配置した後に、不法投棄の問題について質問した。

7.3.3.調査の概要
（１）質問紙調査

　上記で述べた質問紙調査の概要について説明する。調査は村岡町の全世帯を対象と考えたが、母集

団名簿としては電話帳を利用し、そこから系統無作為抽出法により 800 世帯を抽出した。電話の保有
の有無、及び、電話帳への記載の有無はごみに関する調査結果に影響を及ぼさないと考え、ここでは

この結果を町内全世帯を母集団とした調査の結果と考える。なお、事前に予備調査として調査対象以

外の 20 件に質問紙を配布・回収し、その結果をもとに質問紙を修正して本調査を実施した。調査方法
は郵送法で、質問紙郵送の直前に「調査協力のお願い」のはがきを送った。有効回答数は 431、有効
回収率は 53.9％であった。
（２）住民インタビュー調査

　質問紙調査に先立ち、住民に対するインタビュー調査を行なった。調査は 1998 年 7 月、及び、10
月から 11 月にかけて実施した。町内数地区で任意に家庭や店舗を訪問し、合計 28 人に対して家庭で
のごみ処理の仕方、不法投棄の状況等についてインタビュー調査を行なった。

（３）自治体担当者へのインタビュー、及び、資料調査

　1998 年 7 月 18 日および 1998 年 10 月 31 日に、村岡町の一般廃棄物担当者に対してインタビュー
調査を行った。主な質問項目は、1.有料化によるごみの減量の有無、2.不法投棄の状況等である。同時
に関連資料を入手した。

　また 1985 年 3 月～1998 年 8 月の村岡町広報「村岡の窓」を調査し、有料化に関する記事、不法投
棄に関する記事、その他ごみに関係する記事等について資料を収集した。

第４節　有料化による不法投棄の変化

　初めに有料化によって不法投棄が増加したのか、また増加したとしたらそれはどのような不法投棄

だったのかについて検討する。

　第３節で述べたように、不法投棄ごみの回収量等のデータはなかったので、ここでは種々の資料か

ら当時の状況について検討していく。

　まず有料シール制廃止当時の村岡町の広報記事を調べてみると、廃止の理由として、厨芥類の割合

の増加により焼却が困難となったことに加えて、「河川に不燃物が散乱するなどいろいろな問題が起こ

った」ことを挙げている。しかしながら、町の担当者へのインタビューでは、シール制の当時も不法

投棄は特に増加していない、ごく一部の住民が不法投棄をしていたに過ぎず、多くの住民は協力的だ

ったと説明している。

　一方、住民へのインタビュー調査では不法投棄が現在、または以前にあったという回答が得られた

のは 28件中 22件であり、そのうち 20件で河川への不法投棄をあげていた。このように住民へのイン
タビューからは不法投棄があったという発言が多く、河川の状況を中心に質問したことにもよるが、

そのほとんどは河川への投棄に関するものであった。有料化時に増えたかどうかについての発言は、

あまり多く聞かれなかった。

　また不法投棄の回収量等の統計データではないが、1990年から住民による一斉清掃が行われており、
その回収量データについては一部入手することができた。これは地区ごとに割り当て場所が決められ、

その地域の散乱ごみ等を回収するもので、年に２回行われている。これによれば 1995 年の回収量は
10.22ｔであったのが、1996年 8.82ｔ、1997年 6.09ｔと次第に減少してきている。広報によれば 1990
年の一斉清掃の開始時にはトラック 40 台分のごみが回収されたとあり、それまで溜まっていた分も含
まれるので単純には比較できないが、1995 年の量よりも大きいと思われる。このように近年について
は次第に散乱しているごみ量は減ってきていると考えられる。しかしながらこれだけではやはり有料

化当時の不法投棄の量が増加したのか、またそれが問題となったのかについては明らかとは言えない。

　そこで、第３節で述べた考え方に基づいて、質問紙調査により有料化によって不法投棄が増えたか

どうかを検討する。
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　図 7.4.1 に、「有料シール制
になる前」、「有料シール制の

時」、「無料の時」、「有料指定

袋制の時」、「現在」の５つの

時期に、「河川」、「小さな川・

水路」、「山中」、「田畑」、「空

き地」のそれぞれの不法投棄

が問題となっていたか否かに

ついて質問した回答の集計結

果を示す。有料シール制のと

きに問題だったと多くの人が

認知している順に、「河川への

不法投棄」、「山中への不法投

棄」、「小さな川・水路への不

法投棄」、「空き地などへの不

法投棄」、「田畑への不法投

棄」、「特にない」、「わからな

い」、「その他」となっている。

　このグラフからいくつかの

ことが読み取れる。まず第一

に、最も多くの人が問題であ

ると認知している不法投棄は、

全時期を通して「河川への不

法投棄」であったことである。

また、「小さな川・水路への不

法投棄」も多い。これは、新

聞報道や広報、住民へのイン

タビューで、河川への不法投

棄が問題となっていたことと

合致する。

　しかしながらそれ以上に重

要なことは、これら河川・小

さな川・水路への不法投棄を

問題とする割合は、有料シー

ル制のときに増えていない、

ということである。第３節で

述べたように、有料化によって不法投棄が増加したとすれば、二度の有料化時にいずれも不法投棄が

増加しているはずである。しかしながら河川への不法投棄、水路への不法投棄ともそのような変化を

示していないのである。

　この点についてさらに検討するために、河川のごみ量について質問した結果を分析する。調査結果

を図 7.4.2 に示す。図からはごみ量が「多い」の割合は継続的に減少してきているが、「やや多い」と
あわせると「有料指定袋制時」には「無料時」より増加している。一方これに対応して、「少ない」の

割合は、「有料指定袋制時」にいったん減少しているものの、「やや少ない」と合わせると、継続的に

増加している。ここでも有料シール制時のごみ量はそれ以前と比較して多くないとする認知が多く、

上記の結果に一致する。ただし、無料時と比べると有料指定袋制のときにはやや多いとする割合が増

加しており、有料化による不法投棄の増加もややあったものと思われる。

　一方、図 7.4.1 に示した山中や空き地、田畑など他の場所への不法投棄の状況を見ると、２度の有料
制のいずれのときにも、問題とする割合が増加している。このことは第３節で述べたように河川・水

路以外への不法投棄は有料制との間に関連があることを示唆するものである。しかしそれでも、いず

れの問題についても有料シール制以前にも問題だったとする人は一定の割合で存在しており、やはり

まったく新しい問題ではなかったことが読み取れる。また、現在問題であるとする割合は、有料指定

袋導入時と比較すると減少しており、また「特に問題はない」とする割合は時期が新しいほど増加し

図 7.4.1 制度変更と各場所の不法投棄問題の変化
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8

13

13

17

31

14

21

16

32

19

11

11

15

13

13

18

20

18

16

11

37

23

25

10

11

11

12

14

13

16

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在

指定袋制時

無料時

シール制時

シール制以前

多い やや多い どちらでもない やや少ない 少ない わからない

(N=321)

(N=292)

(N=286)

(N=286)

(N=302)



－ 81 －

ている。全体としては改善しつつある状況が読み取れる。

　さらに 7.3.1.で述べたように「わからない」とした回答の割合について検討すると、10％前後でほぼ
安定しており、回答の傾向に大きく影響するものではないと考えられる。ただし、無料の時期にやや

増加しており、この時期に印象に残る不法投棄が減ったためとも考えられる。そこでこれを「特にな

い」に加えると、無料の時期に問題が減少し、有料指定袋制時に再びなんらかの問題が増加したとの

回答が増えたとの傾向を強調するものとなるが、全体の傾向を変化させるものではない。

　以上より、１）最も顕著な不法投棄問題は、河川への不法投棄問題であった、２）その河川への不

法投棄は有料制時にも起こっていたが、それは必ずしも有料化によるものとは言えない、３）しかし

それ以外の場所への投棄については有料化によって増加するという関係が認められる、４）これらの

不法投棄問題に関しては、近年、減少傾向にある、ことが明らかとなった。

　この結果は、有料化による不法投棄問題は、それまで何もなかったところに突然発生するというよ

りは、もともと不法投棄されていたところがややひどくなって問題が顕在化する、という構造を有し

ている可能性を示唆する。また、有料化による不法投棄問題は、次第に改善していく可能性も示唆す

る。これらの点については、次章の全国の有料化自治体に対する調査をもとにさらに検討する。

第５節　不法投棄されるごみと河川への不法投棄の背景

　村岡町は豪雪地であるため、昔から屋根や道路の雪を捨てるため

の多くの水路が集落の中を走っている。住民からはこの水路につい

て「以前は、洗濯したり、食ぺ物を洗ったりするのに水路の水を使

っており、野菜を切ったものや生活雑排水が流れていたが、今では

見られない。」、「昔は台所の野菜屑などを食事が終わると家の前の

溝に流していた。それはすごいもので水が見えないくらいだった」

等の話を聞くことができた。これらの言葉は、以前はこの水路に台

所ごみを流すということが普通に行なわれていた可能性を示唆する。

　Ｍ地区で、用水路が川に流れ込む所に、水路を流れてきたと思わ

れるごみが写真 7.5.1 のように大量に溜まっていた。そこでごみの
一部を採取して分類をし、その組成を調査した。結果の一部を写真

7.5.2に示す。
　溜まっていたごみの中には、びん・缶やたばこの吸い殻などの散

乱ごみと思われるごみもあったが、これらの写真のように大根の葉

の部分やナス、かぼちゃ、等の野菜類、食品の包装材、スーパーの

袋、使用済みラップ等、台所から出ると思われるごみが多く溜まっ

ていた。写真 7.5.2 の左はそのうちの厨芥ごみで、白菜、大根の葉
の部分、ナス、かぼちゃ等が見

られる。一般家庭からのものあ

ると思われるが、大根の葉の部

分は大量であり、スーパー等で

野菜を購入する家庭からは出難

いと思われるので、事業系また

は農業系のごみが入っている可

能性も考えられる。

　また写真 7.5.2 の右に見られ
るように、台所から出るプラス

チックごみと思われるものも多

く、パンの袋、塩のブラスチック容器、漬け物の袋、等が見られる。これらのごみも台所から発生す

るごみを捨てている可能性を示唆する。

　このように、現在でも台所のごみを水路に流している人がいるのではないかと推察された。

　そこで、このような昔の生活習慣としての不法投棄が、町内全域で見られたのかを確かめるために、

質問紙で収集開始以前（約 30 年前）のごみ処理方法について尋ねた。図 7.5.1 にその結果を示す。約
90％の住民が自家焼却を行なっており、また 75％の住民が畑等に埋めている。これらの自家処理が主
な処分方法ではあるが、それでも水路や川に流すという回答も 16％で見られた。この割合を旧集落を
基準としてできている小学校区別に調べてみると、Ｍ地区、Ｉ地区、Ｕ地区でそれぞれ 26％、14％、

写真 7.5.1 溜まっていた様子

写真 7.5.2 溜まっていたごみの中身（左：厨芥類、右：食品包装材）
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6％となり、統計的に高度に有意である（df=2,χ2=18.0,
p<0.001, N=411）。一方、他のごみ処理方法の変動を見る
と、田畑に埋めるとした割合にも３地区でやや差があり、

Ｍ，Ｉ，Ｕ地区でそれぞれ 66％, 73％, 78％と、ちょうど

川・水路に流すのと対照的な変動をしていることがわかっ

た。この差は５％水準では有意ではないが、10％水準では
有意である（df=2,χ2=5.2,p<0.10,N=411）。また他の項目
についてはすべてχ2 検定によって統計的有意差は検出され

なかった。「川・水路に流す」、「田畑に埋める」という２つ

の処理方法の対象となるごみは主として厨芥類と考えられ

ること、この２つ以外の割合についてはほとんど地域差が

見られないことから、主として町の中心部であるＭ地区の

人々が、ごみを埋める代わりに川に流していたのではない

か、と推察される。

　そこで田畑を保有していない人が、埋める代わりに川に

流していたとの仮説について検討するために、「田畑を持っ

ている、または借

りている」か否か

と「川に流してい

た」との関係をχ2

検定により検討し

た。その結果、表

7.5.1 に示すように
両者の関係は５％水

準 で 有 意 と な り

（ df=1, χ 2= 6.3,
p=0.012, N=407）、
田畑がない方が川に

流す割合が高くなっ

たいた。しかしなが

ら田畑の有無別に川

に流す割合の地域間差を検定したところ、表 7.5.2 のように、田畑の有無に関わらず、地域差は有意と
なり、地域間の差は田畑の有無だけでは説明できなかった。

　以上の分析結果からは、田畑の有無の影響も見られるものの、その効果を除いても、地域間に差が

見られ、Ｍ地区で多く流されていたとの結果となった。これはインタビュー時に「Ｍ地区の人は畑を

持っておらず、畑に返すということを知らない」というようなコメントが聞かれたこと、また上記の

「水路にごみを流していた」とのコメントがいずれもＭ地区の住民から聞かれたこととも整合的であ

り、妥当な解釈であると思われる。

第６節　不法投棄による生活環境への影響

　住民の日常生活に対するこ

れらの不法投棄の影響を明ら

かにするために、質問紙で不

法投棄で困っていること、問

題について、記述式の問とし

て質問した。得られた回答を

分類して整理したのが図 7.6.1
である。複数の分類に対応す

る回答もあり、また無回答を

表示していないので、全体の

和は 100％にはならない。％
の基数は、本調査の有効回答

表 7.5.1 田畑の有無別川に流していた割合

田畑あり 田畑なし 計

川に流していた 14% 31% 15%

流していなかった 86% 69% 85%

基数 378 29 407

χ2=6.3 p=0.012

表 7.5.2 田畑の有無、及び、地区別の川に流していた割合

M地区 I地区 U地区 M地区 I地区 U地区 M地区 I地区 U地区 計

川に流していた 25% 14% 6% 20% 14% 6% 57% 11% 0% 15%

流していなかった 75% 86% 94% 80% 86% 94% 43% 89% 100% 85%

基数 118 155 123 104 146 117 14 9 6 396

χ2=9.8 p=0.007 χ2=8.8 p=0.012

田畑あり 田畑なし

図 7.5.1 ごみ収集以前のごみ処理方法の

　　　　　　地区間比較
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数としている。

　図のように、結果の上位三項目は「景観悪化・環境美化」、「川の汚れ」、「掃除に困る」となった。

しかしながら回答率は最も多い「景観悪化・環境美化」でも５％程度である。一方、本調査では、自

家焼却について困っていることについても質問しているが、自家焼却については全回答者の全体の３

割弱でなんらかの問題を訴えている。このように自家焼却と比較して、不法投棄についての問題はそ

れほど大きくないと考えられる。

　これらの結果から、住民は基本的には不法投棄を景観悪化や生活環境の悪化と捉えているが、実際

に困っているとする住民はそれほど多くないことがわかった。

第７節　結語

　本章では、不法投棄が問題となって有料化を中止したと報道されていた村岡町について、有料化と

不法投棄の状況、不法投棄の実態とその住民への影響について、質問紙調査を中心として分析を行な

った。

　その結果、有料化によって全体としては不法投棄は増えたと考えられるものの、特に問題となって

いた河川への不法投棄はむしろ従来から問題であったものが顕在化したという特徴を有していると考

えられた。このことから、有料化による不法投棄問題は、有料化以前の不法投棄の状況に影響を受け

ている可能性が示唆された。

　村岡町の場合、問題となっていた河川への不法投棄については、約 30 年前にごみ収集が開始するま
では、地域によってはごみを川へ流す習慣があったことが一つの背景にあると考えられた。しかしな

がら、河川への不法投棄は数度の制度変更を経て次第に減少の傾向にあると考えられ、有料化による

不法投棄問題が啓発活動等を経て、時間とともに改善していく可能性も示唆された。

　また不法投棄によって住民が困っていることとしては、美観的に見苦しいものという側面が最も多

かったが、実際に困っているとした住民の割合は最も多い「景観悪化・環境美化」でも５％程度であ

り、あまり多くはなかった。
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